







 Sustainable UNESCO Associated Schools Project Network:  
Cases of the Baltic Sea Project and Osaka ASPnet 




The number of registered UNESCO Associated School Network (ASPnet) in Japan overreached 
the target set by the Ministry before the year 2014 when the United Nations Decade of Education for 
Sustainable Development (UNDESD) ends. What do the ASPnet activities mean to the rest of 
Japanese schools and the society? This article aims to grasp the structure of bridging networks and 
coordinator’s leaderships to make the school network's activities sustainable. The cases analyzed are 
the Baltic Sea Project (BSP) as a success of ASPnet and Osaka ASPnet activities as an application of 
BSP in the Japanese contexts. Both cases show the networks seeking to work with different cultures 
and the “servant leadership” of teachers as well as issues of budget and succession of activities. 
There is also a structure of weak ties based on strong trust among teachers in both cases, in which 
they open the networks to newcomers. No exclusive attitudes as a disadvantage of strong ties are 
observed explicitly, but this situation requires patient leadership. Teachers serve for benefits of the 
whole project in coordination, and they also access official subsidies to promote the ASPnet 
activities. The cases raise a question for the quality of ASPnet activity in the future, especially when 
evaluations of the UNDESD must be conducted and the official resources and supports are expected 
to become much smaller after the decade. 
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１．はじめに 




































から高等学校まで、さらに教員養成系大学含め 2013 年 7 月現在、615 校が登録されている。2008
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2.1. ASPnetに関する研究  








ユネスコスクール・ネットワークに見られる持続可能性：バルト海プロジェクトと大阪 ASPnet を事例に 










 学校ネットワークの教育実践において BSP と日本のユネスコスクールで重視される教育実践及
び内容を比較したのは、Maruyama & Soga（2012）である。これは質問紙調査の結果をもとに、BSP






動があったことが報告された。しかし、そのうち国内の学校とは 154 校（33%）が、海外とは 340
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18校と岡山 9校のユネスコスクール 27校から 270名の代表高校生が集まった。さらに、北海道、
福島、愛知、京都、山口、福岡からは次回以降のセミナーに参加予定の学校から担当教員が来た。
このセミナーは国際フォーラムの準備のためであるが、学習者を前面に立てる奉仕に徹する各種コ
ユネスコスクール・ネットワークに見られる持続可能性：バルト海プロジェクトと大阪 ASPnet を事例に 










3.3. 事例における課題とその取り組み  











世代の教員たちの献身的な準備と調整を見た、合宿時（2010 年 10 月）には初心者であったデンマ
ークの若手教員は、2013年 5月に再びインタビューしたところ、BSPを背負っていく自覚を持って
















































1）UNESCO Associated Schools Project Network（ASPnet）は、今日、日本ではユネスコスクール・ネットワーク、あ
るいは単に「ユネスコスクール」と呼ばれる。当初は和訳に「ユネスコ協同学校」が当てられたが、2008年に「ユ
ネスコ・スクール」と改められ、その呼称は 2010年 3月まで用いられた。本稿ではユネスコスクール及び ASPnet
で統一する。 
2）日本ユネスコ国内委員会教育小委員会が「持続発展教育（ESD）の普及促進のためのユネスコ・スクール活用に
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年 11月 6日（奈良）、2010年 8月 20及び 21日（大阪・国際）、2010年 11月 5日（大阪）、2010年 11月 26日（大
阪）、2011年 1月 29日（大阪）、2011年 8月 18～20日（大阪）、2011年 9月～2012年 8月の随時（文部科学省）、
2012年 1月 10～12日（宮城）、2012年 11月 2日（奈良）、2013年 1月 12及び 13日（大阪・国際）、2013年 2月
23日（大阪）、2013年 8月 17及び 18日（大阪）、2013年 9月 12日（国内事務局を担う ACCU）。また、海外で
はバルト海プロジェクトの国内及び国際行事において次の通り行った。2008年 11月 6～8日（リトアニア）、2010
年 1月 19日・21日・22日（ドイツ）、2010年 10月 28～30日（デンマーク）、2013年 5月 7日（デンマーク）、
2013年 5月 10～12日（エストニア）、2013年 9月 12日（BSPコーディネータに対するオンラインでの聞き取り）。 
13）しかしながら、英語が交流の最大の妨げになるとは限らない。例えば、ニュージーランドの小学校におけるユ
ネスコスクール活動では英語という言語は問題でなくても、他国との交流のきっかけや調整役の教員などの制限









もの成績が高い（Pil & Leana 2009）。 
18）「Agenda 21」に応じて BSPの行動をまとめた「Baltic 21」を出版した。 
19）BSPが独自に開発する教材群。英語で BSPのWebサイトから無料でダウンロードでき、参加校は各自の言語
に翻訳して用いる。 








23）2013年 8月 18の聞き取り。 
24）2011年 8月 19日の聞き取り。 
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